
1. 地積規模の大きな宅地の評価方法 

平成29年9月の財産評価基本通達(以下「評価通達」

という)の一部改正により平成 30年 1月 1日以後の土

地の評価において、評価通達 24-4「広大地の評価」が

廃止され、評価通達 20-2として「地積規模の大きな宅

地の評価」が創設されました。 

下記 2の適用要件に当てはまる評価対象地を下記の算

式に基づいて評価することにより、廃止された広大地

の評価方法と比較して評価が簡便的になり、かつ、適

用地の判断が評価者ごとに異なってしまうケースを減

らすことが可能となったのではないかと思われます。 

＜評価算式＞ 

評価額＝路線価×奥行価格補正率×不整形地補正率

などの各種画地補正率×規模格差補正率×地積(㎡) 
 

2. 地積規模の大きな宅地の適用要件 

(1)三大都市圏においては 500㎡以上、三大都市圏以外の

地域においては 1000㎡以上の地積の宅地であること 

三大都市圏とは、次の地域をいいます。 

①首都圏整備法第 2条第 3項に規定する既成市街地又

は同条第 4項に規定する近郊整備地帯 

②近畿圏整備法第 2条第 3項に規定する既成都市区域

又は同条第 4項に規定する近郊整備区域 

③中部圏開発整備法第2条第3項に規定する都市整備区域 

(2)下記のいずれかに該当する宅地は、地積規模の大き

な宅地から除かれます。 

①市街化調整区域(都市計画法第 34条第 10号又は第

11号の規定に基づき宅地分譲に係る同法第4条第12

項に規定する開発行為を行うことができる区域を除

く)に所在する宅地 

②都市計画法の用途地域が工業専用地域に指定されて

いる地域に所在する宅地 

③指定容積率が 400％(東京都の特別区においては

300％)以上の地域に所在する宅地 

④評価通達 22-2に定める大規模工業用地 

(3)路線価地域に所在するものについては、普通商業・

併用住宅地区及び普通住宅地区に所在するものである

こと、倍率地域に所在するものについては、地積規模

の大きな宅地に該当する宅地であれば対象となります。 

※規模画地補正率の算出方法や倍率地域に所在する宅

地の評価算式等については国税庁HPタックスアンサ

ー№4609をご参照ください。 

3. 地積規模の大きな宅地の適用要件の留意点 

(1)非線引き区域の適用の有無 

市街化区域でも市街化調整区域でもない場所に所在す

る宅地で地積や容積率等、地積規模の大きな宅地として

の要件をすべて満たしている宅地は地積規模の大きな宅

地の評価対象となります。都市計画区域に所在しないか

ら適用なしと判断するのではなく、市街化調整区域では

ないから適用ありの可能性について検討が必要です。 

(2)三大都市圏に該当するか否かの判定 

三大都市圏の範囲については 2(1)の通り、首都圏整

備法・近畿圏整備法・中部圏開発整備法の規定を用い

ています。また「地積規模の大きな宅地の評価」の適

用チェックシートの(2面)に該当する市町村名が列挙

されていますので照らし合わせれば容易に判定ができ

そうに思えます。しかし、首都圏で 10市、近畿圏で

58市町村、中部圏で 3市について三大都市圏の該当範

囲が「全域」ではなく「一部」となっており、欄外注

釈には「評価対象となる宅地等が指定された区域に所

在するか否かは、当該宅地等の所在する市町村又は府

県にご確認ください」と記載されています。 

例えば、神奈川県相模原市は政令指定都市でありな

がら「一部」に区分されています。理由は首都圏整備

法に規定される既成市街地及び近郊整備地帯は昭和

47年9月1日における行政区画その他の区域に基づい

て作られており、平成 18年から 19年にかけて既成市

街地又は近郊整備地帯として指定済の市町村と指定外

の市町村が合併し新相模原市が誕生した結果、一部の

みが三大都市圏の対象となる市に区分されることとな

りました。このように一部となっている市町村につい

ては合併の有無などを確認することにより判定の手掛

かりを得ることができるようです。 

(3)その他 

京都市が提供している都市計画情報では既成都市区

域から外れているが、近畿圏整備法では既成都市区域

に指定されている区域があります。この区域にある宅

地は整備法において規制都市区域に規定されているわ

けですから、500㎡以上で地積規模が大きな宅地の評

価対象地となります。京都市の都市計画情報のみを確

認して 1000㎡に満たないからと地積規模の大きな宅

地の対象から除外したりしないように十分な調査が必

要です。               
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